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法＝道路運送法
省＝道路運送法施⾏規則

代表的な運⾏形態運⾏の態様別種 別種 類区 分

・路線バス
・コミュニティバス
・乗合タクシー（定時定路線型）

路線定期運⾏
（省3条の3）

⼀般乗合旅客⾃動⾞運送事
業（法4条）
（乗合旅客の運送）

⼀般旅客⾃動⾞運送
事業（法3条）旅客⾃動⾞運送事業

（法2条）

・コミュニティバス
・乗合タクシー
・デマンド型交通

路線不定期運⾏
（省3条の3）
区域運⾏
（省3条の3）

・貸切バス⼀般貸切旅客⾃動⾞運送事業（法4条）
（1個の契約で11⼈以上の⾃動⾞を貸切って⾏う旅客運送）

・タクシー⼀般乗⽤旅客⾃動⾞運送事業（法4条）
（1個の契約で11⼈未満の⾃動⾞を貸切って⾏う旅客運送）

・⼯場従業員の送迎バス特定旅客⾃動⾞運送事業（法43条）

・鉄道代⾏バス
・イベント送迎シャトルバス

国⼟交通⼤⾂の許可を受けた場合等における、貸切バス事業者、タクシー事業者による乗合旅客の
運送（法21条）

・⾃治体バス
・交通空⽩地有償運送

交通空⽩地有償運送（省51条）
（公共ライドシェア）⾃家⽤有償旅客運送

（法78条2項・79条）⾃家⽤⾃動⾞によ
る有償の旅客運送
（法78条）

・福祉有償運送福祉有償運送（省51条）

・⽇本版ライドシェア
・幼稚園バス国⼟交通⼤⾂の許可を受けて⾏う運送（法78条3号）

災害のため緊急を要するときに⾏う運送（法78条1号）

道路運送法の事業区分
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一般乗合旅客自動車運送事業

経営許可にあたって必要な事項

• 定員１１人以上の車両を常用5両＋予備車1両以上

（バリアフリー基準適合であること）

• 営業所・乗務員の休憩施設・車庫

• 必要な人員（運行管理者・整備管理者・乗務員等）

• 路線（運行する道路）・停留所

• それらを賄う資金

• 法令遵守 等
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このほか、自社の収益の根拠となる「運賃」の設定、利用者との利用条件の根拠となる「運送
約款」を制定し、国土交通大臣の認可を受けなければなりません（本日は運賃については触れません）

「路線定期運行」（路線を定めて定期に運行する（＝ダイヤ通り）自動車による乗合旅客

運送）であることが原則

また、許可を得た路線上をどのようなダイヤで運行するか（運行計画）を定め、国土交通大臣
に届出て、停留所などに通過時刻を掲示しなければなりません



一般乗合旅客自動車運送事業
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路線と系統

○路線・・・一般乗合旅客自動車運送事業者が営業運行する認可を得ている道路
○系統・・・単独又は複数の路線（道路）を組み合わせ、運行する「パターン」

この例では
路線：赤色が塗られた道路
系統：１系統 A発 C行（B経由）

２系統 A発 C行（D・E・F経由）
３系統 Ａ発 E行（D経由）
４系統 A発 C行（D・E・B経由）

などが設定可能

一方で、赤色が塗られていない道路（黒色）
経由は設定できない
例えば 「A発 C行（G・B経由）」

や
「A発 E行（G経由）」

は路線として認められていない道路を経由
するため、系統として設定できない。

A B C

D E F

G



一般乗合旅客自動車運送事業
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• 路線の新設の手続き
事業計画変更認可申請

A B C

D E F

G

１系統 A発 C行（B経由）
２系統 A発 C行（D・E・F経由）
３系統 Ａ発 E行（D経由）
４系統 A発 C行（D・E・B経由）

例えば、５系統としてＡ発 C行（Ｇ・Ｂ経由）を新設 → 路線「Ａ→Ｇ→Ｂ」を新設

事業計画変更認可申請（路線新設）は認可までの標準処理期間は３ヶ月
（地域公共交通会議での協議が整った場合は概ね１ヶ月を目処としますが、新設予定が決まっている場
合は会議の早期の開催をお願いします）



一般乗合旅客自動車運送事業

• 運行経路（路線）休廃止の手続き
原則６ヶ月前までに国への事前届出

例外： 地域公共交通会議の合意、代替路線があるなどの「旅客の利便を阻害

しない場合」には３０日前までの事前届出
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• 系統のダイヤ変更・新設廃止・増減便等の手続き
原則３０日前までに国への事前届出

（例外： 変更内容が軽微な場合は７日前までの届出、遅滞なく（事後）届出）

A B C

D E F

G

１系統 A発 C行（B経由）
２系統 A発 C行（D・E・F経由）
３系統 Ａ発 E行（D経由）
４系統 A発 C行（D・E・B経由）
5系統 Ａ発 Ｃ行（Ｇ・Ｂ経由）

例えば、３系統を廃止・4系統を増便・６系統としてＡ発 Ｅ行（Ｂ経由）を新設

例えば、２系統を廃止 → 路線 「E→F→C」 も廃止（休止）（6ヶ月前までの届出）



一般乗合旅客自動車運送事業

コミュニティバス・乗合タクシー・デマンド交通の導入などでは、
以下のような乗合事業の必要性が高まっています

• 路線不定期運行（路線を定めて不定期に運行する）

• 区域運行（路線定期運行・路線不定期運行以外）

• 定員１１人未満の車両の導入

• 使用車両数５両未満での実施

• バリアフリー基準非対応車両の導入（マイクロバスなど）

（路線定期運行のみ 路線不定期運行・区域運行は対象外）

• 地域の支援などの地域・関係者の合意のもと、運賃設定を柔軟
にしたい（※）
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地域公共交通会議（※路線定期運行の運賃につい

ては、運賃を協議する協議体）での協議が整うこと
で柔軟な取扱が可能

神戸市灘区乗合デマンド交通「おばのやま号」出発式



一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）

経営許可にあたって必要な事項

• 定員１１人未満の車両を神戸市域（※）では１０両、その他の地域
では5両 （※※）（※ 神戸市域＝神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、明石市、川辺郡）

（※※ 県内の一部地域では５両未満でも可能とする例外あり）

• 営業所・乗務員の休憩施設・車庫

• 必要な人員（運行管理者・整備管理者・乗務員等）

• それらを賄う資金

• 法令遵守

等が必要
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さらに、自社の収益の根拠となる「運賃」の設定、利用者との利用条件の根拠となる「運送約款」
を制定し、国土交通大臣の認可を受けなければならない

現在、神戸市域・東播磨地域（加古川市、高砂市、加西市、小野市、三木市、三田市、西脇市、加東市、加古郡 及び多可郡）・
姫路・西播磨地域（姫路市、赤穂市、相生市、宍粟市、たつの市、神崎郡、佐用郡、揖保郡及び赤穂郡）においては原則とし
て新規許可・増車が認められません。



一般貸切・一般乗用旅客自動車運送事業者による乗合許可（「21条許可」）
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一般貸切・一般乗用事業は「1個の契約により自動車を貸切って旅客を運送する事業」
＝ 複数の利用者とそれぞれ契約をした場合、１両の車に混乗（乗合）させることは

できません（道路運送法第３条）

一般乗合事業者によることが困難な場合において一般貸切・一般乗用事業者が一時
的な需要のために国土交通大臣の許可を得た場合「乗合運送」が可能に。（道路運送法第21条）

→ 「21条許可」

許可となる例

・ 一時的なイベント時の観客輸送
・ 鉄道の工事運休などによる代替バス
・ 「各種実証実験」を実施する際に主

催者（市・町）などからの要請を受け
た場合

しかし、大型バスが必要なほどの輸送量が見込まれないような実証実験などでは、「一般乗合旅
客自動車運送事業」での対応が難しい場合が・・・

芦屋市乗合タクシー実証実験（写真提供 芦屋市）



地域における移動手段の確保に向けて～自家用有償旅客運送の活用～
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「交通空⽩」解消緊急対策事業 など

「自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）ハンドブック」を参照ください
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001851070.pdf



自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）（道路運送法第78条2号）

• 地域の足の確保はまずはバス・タクシーといった既存の交通事業者
の協力をいただくことを検討ください。

• その上で、既存のバス・タクシー事業者による輸送サービスの提供が
困難な場合には、地域の関係者による協議を経た上で、道路運送法
の登録を受けて「自家用有償旅客運送（公共ライドシェア）」を活用す
ることができます。

・ 登録の対象者：市町村、一般社団法人、自治会 などの非営利団体
（株式会社などの営利企業が運営で協力することは可能）
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公共交通空白地有償運送

（参考）福祉有償運送

バス、タクシー等の公共交通機関によっては地域住民・来訪者に対する十分な輸送サービスが確保できな
いと認められる場合に、市町村・ＮＰＯ法人等が、地域公共交通会議での協議内容に基づき、実費の範囲
内（営利とは認められない範囲）の対価によって自家用自動車を使用して運送を行うもの

タクシー等の公共交通機関によっては要介護者、身体障害者等に対する十分な輸送サービスが確保できないと認めら
れる場合において、ＮＰＯ法人等が、実費の範囲内（営利とは認められない範囲）の対価によって 乗車定員１１人未満の自
家用自動車を使用して当該法人等の会員に対して行う原則と してドア・ツー・ドアの個別輸送サービス



自家用車活用事業（「日本版ライドシェア」：道路運送法第７８条３号） （Ｒ６．３．２９～）

道路運送法第７８条
⾃家⽤⾃動⾞（事業⽤⾃動⾞以外の⾃動⾞をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の⽤に供してはならない。
３号 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国⼟交通⼤⾂の許可を受けて地域⼜は期間を限定して運送の⽤に供する

とき。

R6.5.15交通政策審議会自動車分科会中間とりまとめ資料より
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水・金 0時台～3時台 100台
金・土 17時台～翌日5時台 510台

不足車両数（R6.4.26公表）

R6.5 公表した不足車両数の半分を許可

神戸市域交通圏
（黄色で塗りつぶしたエリア）

金・土 16時台～翌日5時台
当該営業区域のタクシー車両数の5％
（対象曜日・時間帯、車両数について、不足する場合の例外あり）

タクシー会社に実施意向がある場合のみなし不足車両数

神戸市域交通圏
以外のエリア

営業区域内の自治体が、特定の曜日及び時間帯に
おける不足車両数を兵庫陸運部へ申し出た場合は、
その内容を不足車両数とみなす。

または

まずは兵庫陸運部にご相談を 12

た
つ
の
市

日本版ライドシェア（「自家用車活用事業」：道路運送法第７８条３号） （Ｒ６．３．２９～）

現在の許可車両 水・金 50台
金・土 255台

「日本版ライドシェアのバージョンアップ」として対象となる日時の拡大
が行われている



「道路運送法の許可又は登録を要しない運送に関するガイドライン」について
（R6.3.1）

13「道路運送法の許可又は登録を要しない運送に関するガイドライン」を参照ください
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001891406.pdf



①無償運送について
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②宿泊施設＆介護施設の利用に付随する送迎
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③ツアー＆ガイドに付随する送迎
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④運送サービスの有無で施設の利用料金等に差を設ける場合の扱い
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⑤地縁団体が行う運送サービス
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不明な点は遠慮なく
ご相談ください

神⼾運輸監理部兵庫陸運部輸送部⾨
神⼾市東灘区⿂崎浜町３４−２
℡：０７８−４５３−１１０４


